
 
 

令和７年度第 13回教育研究評議会議事要録 

 

 

日  時  令和8年3月11日（水）13時40分 ～ 15時10分 

場  所  第一会議室 

出 席 者  池田学長，吉澤理事，横田理事，松金理事，鈴木理事，米田理事 

       長谷川データサイエンス経営学部長，磯谷評議員 

       横尾地域デザイン科学部長，池田評議員 

       阪本評議員 

      松村共同教育学部長，人見評議員 

       杉原工学部長，平田評議員 

       山根農学部長，西山評議員 

       湯上地域創生科学研究科長，羽生基盤教育センター長 

       加藤副学長，佐藤副学長 

陪  席  冨田監事，溝口監事 

 

議事に先立ち，学長から，令和７年度第 11回及び第12回教育研究評議会議事要録（案）を

確認し，原案のとおり承認した。 

 

［議 題］ 

１. 共同研究部門の設置について 

吉澤理事から，資料１に基づき，共同研究部門の設置について説明があり，審議の結果，原案の

とおり承認した。 

 

２. 公益財団法人日本英語検定協会とのクロスアポイントメントの協定締結について 

吉澤理事から，資料２に基づき，公益財団法人日本英語検定協会とのクロスアポイントメン

トの協定締結について説明があり，審議の結果，原案のとおり承認した。 

 

３. 未来農学共創センター関係規程の新規制定について 

吉澤理事から，資料３に基づき，未来農学共創センター関係規程の新規制定について説明が

あり，審議の結果，原案のとおり承認した。 

 

４. 農学部及び地域創生科学研究科の改組，未来農学共創センターの設置等に伴う規程等の改

正について 

横田理事及び吉澤理事から，資料４に基づき，農学部及び地域創生科学研究科の改組，未来

農学共創センターの設置，並びに広報戦略体制の見直しに伴う関係規程の一部改正等について

説明があり，審議の結果，原案のとおり承認した。 

 

５. 教育研究評議会から選出する学長選考・監察会議学内委員の任期について 

学長から，資料５に基づき，教育研究評議会から選出する学長選考・監察会議学内委員の任

期の見直しついて説明があり，審議の結果，原案のとおり承認した。 

 

６. 宇都宮大学経営協議会委員（学外委員）の委嘱について 

学長から，資料６に基づき，宇都宮大学経営協議会委員（学外委員）の委嘱について説明が



 
 

あり，意見聴取の結果，原案のとおり承認した。 

 

７. 教員の不利益処分について 

学長から，机上配付資料に基づき，教員の不利益処分について説明があり，審議の結果，原

案のとおり承認した。 

 

 

［報告事項］ 

１. 教員人事について 

学長から，資料７に基づき，教員人事について報告があった。 

 

２. 第１寮（男子寮）の廃止について 

学長及び横田理事から，資料８に基づき，第１寮（男子寮）の廃止について報告があった。 

 

３. 入学者選抜スケジュールについて 

学長及び横田理事から，資料９に基づき，入学者選抜スケジュールについて報告があった。 

 

４. 法人評価（４年目終了時評価）に係る実績報告書について 

学長及び松金理事から，資料10に基づき，法人評価（４年目終了時評価）に係る実績報告書につい

て報告があった。 

引き続き，松金理事から，今後依頼する当該報告書の最終確認にあたり，部局長においては，点検

評価委員会委員と協議の上，適切に確認いただきたい旨の依頼があった。 

 

５. 令和８年度卓越教員の称号付与について 

学長から，資料11に基づき，令和８年度卓越教員の称号付与について報告があった。 

 

６. 令和８年度理事等と担当業務及び役職者一覧について 

学長から，資料12に基づき，令和８年度理事等と担当業務及び役職者一覧について報告があった。 

 

７. その他 

①東日本大震災における犠牲者及び被災者への弔意を表するとともに，被災地の復興を祈念

し，黙とうを行った。 

②学長から，国立大学協会総会において，火災や事故発生による多額の補償案件が多数発生

していることにより国大協保険での対応が困難となっている旨の報告があったことから，

本学においても火災等の予防や被害拡大防止に注意するよう依頼があった。 

③学長から，３月１２日実施の後期日程個別学力検査の適正な運営について協力依頼があっ

た。 

④松金理事から，令和 7年度コンプライアンス教育受講状況について，受講率を 100%にすべ

く，未受講者に対して受講を徹底するよう依頼があった。 

⑤学長から，中東地域における情勢悪化が続いていることから，改めて海外渡航の際の安全

確保に留意するよう依頼があった。 

 

以上 


